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１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 365,417 △5.5 1,194 △71.3 △3,121 ― △7,123 ―

29年３月期 386,682 △14.0 4,167 △42.9 2,966 △59.1 △5,054 ―

（注）包括利益 30年３月期 △4,346百万円( ― ％) 29年３月期 △3,553百万円( ― ％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年３月期 △19.12 ― △8.7 △1.1 0.3

29年３月期 △13.76 ― △6.0 1.0 1.1
（参考）持分法投資損益 30年３月期 △1,265百万円 29年３月期 △110百万円

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失である
ため記載していません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 287,510 84,934 28.0 212.84

29年３月期 281,786 86,789 29.3 224.72

（参考）自己資本 30年３月期 80,520百万円 29年３月期 82,516百万円
　

（注）自己資本は、純資産から非支配株主持分を控除したものを記載しています。１株当たり純資産は、自己資本を
　 期末発行済株式数（自己株式控除後）で除して算出しています。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

30年３月期 15,943 △33,158 14,264 35,634

29年３月期 19,614 △34,009 1,446 38,405

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

30年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

31年３月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―
　
　

３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）
　(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 380,000 4.0 △5,000 ― ― ― ―
　 当社では、平成30年３月期の連結業績を踏まえ、厳しい収益状況が続いているカーエレクトロニクスＯＥＭ
　 事業について、抜本的な見直し施策の検討を進めており、当期純利益の予想については、その影響額が確定
　 次第、公表します。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ― 社 (社名) 、除外 ― 社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期 383,340,936株 29年３月期 372,223,436株

② 期末自己株式数 30年３月期 5,032,512株 29年３月期 5,030,886株

③ 期中平均株式数 30年３月期 372,613,307株 29年３月期 367,193,038株
　

　

（参考）個別業績の概要

１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 209,219 △5.9 △10,553 ― △8,832 ― △17,944 ―
29年３月期 222,364 △10.4 △7,837 ― 7,234 ― 4,416 ―

　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

30年３月期 △48.16 ―

29年３月期 12.03 11.00
（注）平成30年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

当期純損失であるため記載していません。
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 295,121 95,726 32.4 253.04

29年３月期 297,896 111,569 37.5 303.84

（参考）自己資本 30年３月期 95,726百万円 29年３月期 111,569百万円
　

（注）個別業績については、百万円単位の記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

連結業績予想の前提条件および注意事項等については、添付資料の４ページから５ページをご参照下さい。
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

問合せ先：ＩＲ・広報部 

      電 話 （０３）６６３４－８７７７ 

      ファクシミリ （０３）６６３４－８７４５ 

      Ｅ メ ー ル pioneer_ir@post.pioneer.co.jp 

      Ｕ Ｒ Ｌ http://jpn.pioneer/ja/corp/ir/ 
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１．連結業績に関する定性的情報 

（１）連結経営成績 

  （金額単位 百万円） 

科 目 
当 期 

(平成29年４月～平成30年３月) 

前 期 

(平成28年４月～平成29年３月) 
増減率 

売 上 高 365,417 386,682 △5.5％ 

営 業 利 益 1,194 4,167 △71.3％ 

経 常 損 益 △3,121 2,966 － 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 損 益 
△7,123 △5,054 － 

 

 平成30年３月期（平成29年４月１日～平成30年３月31日）における連結売上高は、円安の

効果はありましたが、カーエレクトロニクスがＯＥＭ事業で減少したことなどにより、前期

に比べ5.5％減収の365,417百万円となりました。 

 営業利益は、販売費及び一般管理費の減少や原価率の良化はありましたが、売上高の減少

により、前期に比べ71.3％減益の1,194百万円となりました。経常損益は、営業利益の減少

に加え、前期に計上した為替差益が、当期には1,194百万円の為替差損に転じたことや、持

分法による投資損失1,265百万円を計上したことなどにより、前期の2,966百万円の利益から、

当期は3,121百万円の損失となりました。また、親会社株主に帰属する当期純損益は、経常

損益が悪化したことなどにより、前期の5,054百万円の損失から7,123百万円の損失となりま

した。 

 当期の平均為替レートは、前期に比べ、対米ドルは2.2％円安の１米ドル＝110円85銭、対

ユーロは8.4％円安の１ユーロ＝129円70銭となりました。 

 

 カーエレクトロニクスの売上は、円安の効果はありましたが、ＯＥＭ事業が減少したこと

により、前期に比べ4.2％減収の299,324百万円となりました。 

 市販事業は前期並みとなりました。これは、カーナビゲーションシステムは主に北米や国

内で減少し減収となりましたが、自動車保険向けのテレマティクスサービスが好調に推移し

たことや、円安の効果もありカーオーディオが主に欧州や中南米で増加し増収となったこと

によるものです。 

 ＯＥＭ事業は減収となりました。カーオーディオは、北米で減少しましたが、主に国内や

中国で増加したことから増収となりました。カーナビゲーションシステムは、主に国内で減

少したことにより減収となりました。 

 なお、カーエレクトロニクス全体の売上に占めるＯＥＭ事業の売上構成比は、前期の60％

から58％となりました。 

 国内外別の売上については、国内は7.7％減収の114,089百万円、海外は前期並みの

185,235百万円となりました。 

 営業利益は、売上の減少に加え、為替の影響による原価率の悪化や販売費及び一般管理費

の増加があったことから、前期に比べ82.4％減益の1,067百万円となりました。 
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 その他の売上は、ホームＡＶの減少や、ＣＡＴＶ関連機器事業の譲渡の影響があったこと

などにより、前期に比べ10.9％減収の66,093百万円となりました。 

 国内外別の売上については、国内は3.5％減収の37,721百万円、海外は19.2％減収の

28,372百万円となりました。 

 営業損益は、売上は減少しましたが、原価率の良化や販売費及び一般管理費の減少により、

前期の780百万円の損失から383百万円の利益となりました。 

 

（注）1. 各セグメントの営業損益は、セグメント間取引消去前の金額を表しています。 

   2. 従来、カーエレクトロニクスにおいて「市販事業」に含まれていた海外のカーナビゲーションシステ

ムの一部を、当期から「ＯＥＭ事業」に変更しています。これに伴い、前期の数値についても、変更

後の区分方法に基づいて組替表示しています。 

 

（２）連結財政状態 

 当期末の総資産については、受取手形及び売掛金や現金及び預金は減少しましたが、無形

固定資産が増加したことなどにより、前期末に比べ5,724百万円増加し、287,510百万円とな

りました。受取手形及び売掛金は、5,962百万円減少し、60,094百万円となりました。また、

現金及び預金は、2,763百万円減少し、35,642百万円となりました。一方、無形固定資産は、

ソフトウェアやソフトウェア仮勘定が増加したことなどにより17,704百万円増加し、74,497

百万円となりました。 

 負債については、借入金が10,786百万円増加したことなどから、前期末に比べ7,579百万

円増加し、202,576百万円となりました。 

 純資産については、退職給付に係る調整累計額が3,316百万円増加したことや、当期に第

三者割当増資に伴う払込金2,299百万円はありましたが、当期に親会社株主に帰属する当期

純損失7,123百万円を計上したことなどにより、前期末に比べ1,855百万円減少し、84,934百

万円となりました。 

 

 当期のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比

べて収入が3,671百万円減少して15,943百万円の収入となりました。これは、売上債権の減

少額が4,024百万円縮小したことなどによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ支出が851百万円減少して33,158百万

円の支出となりました。これは、投資有価証券の取得による支出が2,674百万円増加しまし

たが、固定資産の取得による支出が4,201百万円減少したことによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の純増額が増加したことなどにより、前期

に比べ収入が12,818百万円増加し、14,264百万円の収入となりました。 

 また、外貨建の現金及び現金同等物の換算差額は、前期の639百万円のマイナスから当期

は180百万円のプラスとなりました。 

 以上の結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ2,771百万円減少し、

35,634百万円となりました。 
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（３）連結業績予想 

 平成31年３月期における連結業績予想は、次のとおりです。 

  （金額単位 百万円） 

科 目 
平成31年３月期 

予 想 
平成30年３月期 
実績（ご参考） 

増減率 

売 上 高 380,000 365,417 4.0％ 

営 業 損 益 △5,000 1,194 － 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 損 益 
－ △7,123 － 

 
 平成31年３月期の売上高は、カーエレクトロニクスで増収を見込むことから、増収となる

計画です。カーエレクトロニクスは、市販事業において、自動車保険向けのテレマティクス

サービス等の新規事業での売上増や、市場のニーズに合致した新製品のタイムリーな導入に

よる新興国での売上増を見込むことに加え、ＯＥＭ事業において、大規模受注の本格的な立

ち上がりを見込むことから、増収を見込んでいます。 

 営業損益は、売上増による売上総利益の増加はありますが、ＯＥＭ事業での大規模受注の

本格的な立ち上がりに伴うソフトウェア償却費の大幅な増加により、原価率が悪化すること

に加え、売上増に伴う販売変動費や自動運転関連の先行開発費用の増加により、カーエレク

トロニクスの販売費及び一般管理費が増加することから、50億円の営業損失となる見込みで

す。 

 親会社株主に帰属する当期純損益については、平成30年３月期の連結業績を踏まえ、厳し

い収益状況が続いているＯＥＭ事業について、抜本的な見直し施策の検討を進めており、そ

の影響額が確定次第、公表します。 

 なお、以上の業績予想においては、為替レートを、１米ドル＝110円、１ユーロ＝130円と

想定しています。 

 

２．対処すべき課題 

 自動車産業においては、新興国を中心に自動車の普及拡大が見込まれています。一方、安

全性、快適性の向上を目指した自動運転システムの導入や、電気自動車（ＥＶ）、コネクテ

ッドカーの普及に向けた技術革新が進むなど、大きな変革期を迎えています。 

 このような事業環境の中、当社は、車室空間における快適、感動、安心・安全を創出する

『総合インフォテインメント』のリーディングカンパニーの実現に向け、業績の改善施策と

ともに、カーエレクトロニクス業界の変革期に即した成長戦略を推進しています。 

 厳しい収益状況が続いているＯＥＭ事業においては、ビジネスパートナーとの合弁会社化

なども含め、現在、抜本的な見直し施策の検討および協議を進めており、早期の黒字化に全

力で取り組んでまいります。 

 収益の柱である市販事業においては、再び利益拡大に向けて、スマートフォン連携機能を

強化した新製品のタイムリーな市場導入や、音を中心としたエンタテインメント性の追求に

より、パイオニアならではのコネクテッドカーライフを推進してまいります。また、自動車

保険向けのテレマティクスサービスや、法人車両向け運行管理サービス「ビークルアシスト」

など、ハードとソフトを組み合わせたソリューションビジネス等、新規事業を積極的に強化

してまいります。 
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 将来の成長ドライバーである地図事業・自動運転関連では、自動運転に必須となる走行

空間センサー「３Ｄ-ＬｉＤＡＲ（ライダー）」の製品化に向け、サンプル出荷を通じた

評価、検証を進めております。また、オランダの地図および位置情報サービスのグローバ

ルプロバイダーであるHERE Technologiesとの連携強化や、高精度地図の開発など、自動

運転の時代に『なくてはならない会社』の実現に向けた取り組みを着実に進めてまいりま

す。 

 以上、平成31年３月期は、将来の成長に向けた自動運転関連事業を着実に立ち上げるため

にも、ＯＥＭ事業の抜本的な施策の実施により、収益性回復の道筋をつける一年とすべく、

全社を挙げて取り組んでまいります。 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性や企業間の比較可能性を考慮し、日本基

準で連結財務諸表を作成しております。 

 なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応する方針

です。 

 

見通しに関する注意事項 
 当発表資料中、当社の現在の計画、概算、戦略、判断などの記述、また、その他すでに確定した事実以外
の記述は、当社の将来の業績の見通しに関するものです。これらの記述は、現在入手可能な情報による当社
経営陣の仮定および判断に基づいています。実際の業績は、様々な重要なリスク要因や不確定要素によっ
て、見通しの中で説明されている業績から大きく異なる可能性もありますので、これらの記述に過度に依存
されないようお願いします。また、当社は新たな情報や将来の事象等の結果としてこれらの記述を常に見直
すとは限らず、当社はこのような義務を負うものではありません。当社に影響を与え得るリスクや不確定要
素には、(1)当社が関わる市場の一般的な経済情勢、特に消費動向や当社が製品等を供給する業界の動向、
(2)為替レート、特に当社が大きな売上や資産、負債を計上する米ドル、ユーロ、その他の通貨と円との為替
レート、(3)競争の激しい市場において、顧客から受け入れられる製品を継続して設計、開発する能力、 
(4)事業戦略を成功させる能力、(5)他社との合弁、提携またはその他の事業関係の成功、(6)資金調達能力、
(7)研究開発や設備投資に十分な経営資源を継続して投下する能力、(8)製品に関する品質管理能力、(9)生産
に必要な重要部品を継続して調達し得る状況、(10)偶発事象の結果などが含まれますが、これらに限られる
ものではありません。 
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４．連結財務諸表４．連結財務諸表４．連結財務諸表４．連結財務諸表４．連結財務諸表等等等等等

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 38,405 35,642

受取手形及び売掛金 66,056 60,094

商品及び製品 21,245 21,590

仕掛品 11,795 12,793

原材料及び貯蔵品 16,781 15,750

繰延税金資産 3,696 1,816

その他 16,798 14,093

貸倒引当金 △2,896 △740

流動資産合計 171,880 161,038

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 47,779 47,828

減価償却累計額 △33,010 △33,684

建物及び構築物（純額） 14,769 14,144

機械装置及び運搬具 63,501 57,525

減価償却累計額 △55,052 △50,891

機械装置及び運搬具（純額） 8,449 6,634

土地 11,121 10,389

リース資産 3,574 8,620

減価償却累計額 △2,851 △6,539

リース資産（純額） 723 2,081

建設仮勘定 899 530

その他 62,552 60,356

減価償却累計額 △57,678 △55,925

その他（純額） 4,874 4,431

有形固定資産合計 40,835 38,209

無形固定資産

のれん 438 396

ソフトウエア 16,187 25,896

ソフトウエア仮勘定 39,544 47,606

その他 624 599

無形固定資産合計 56,793 74,497

投資その他の資産

投資有価証券 6,920 8,466

繰延税金資産 1,142 1,194

退職給付に係る資産 838 973

その他 3,428 3,156

貸倒引当金 △50 △49

投資その他の資産合計 12,278 13,740

固定資産合計 109,906 126,446

繰延資産

株式交付費 － 26

繰延資産合計 － 26

資産合計 281,786 287,510
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 62,362 59,770

短期借入金 10,703 32,537

1年内返済予定の長期借入金 11,033 1,667

未払法人税等 1,305 893

未払費用 30,987 33,107

製品保証引当金 1,967 1,841

その他 20,529 19,528

流動負債合計 138,886 149,343

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 15,056 15,041

長期借入金 2,500 833

退職給付に係る負債 35,106 31,395

その他 3,449 5,964

固定負債合計 56,111 53,233

負債合計 194,997 202,576

純資産の部

株主資本

資本金 91,732 92,881

資本剰余金 56,016 32,295

利益剰余金 28,984 46,733

自己株式 △11,051 △11,052

株主資本合計 165,681 160,857

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △191 △393

繰延ヘッジ損益 － 11

為替換算調整勘定 △59,149 △59,446

退職給付に係る調整累計額 △23,825 △20,509

その他の包括利益累計額合計 △83,165 △80,337

非支配株主持分 4,273 4,414

純資産合計 86,789 84,934

負債純資産合計 281,786 287,510
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日

　至 平成30年３月31日)

売上高 386,682 365,417

売上原価 317,497 299,896

売上総利益 69,185 65,521

販売費及び一般管理費 65,018 64,327

営業利益 4,167 1,194

営業外収益

受取利息 309 223

受取配当金 96 101

為替差益 605 －

その他 328 185

営業外収益合計 1,338 509

営業外費用

支払利息 671 672

持分法による投資損失 110 1,265

為替差損 － 1,194

その他 1,758 1,693

営業外費用合計 2,539 4,824

経常利益又は経常損失（△） 2,966 △3,121

特別利益

固定資産売却益 831 192

投資有価証券売却益 － 48

特別利益合計 831 240

特別損失

固定資産除売却損 576 333

事業構造改善費用 3,014 853

減損損失 138 522

訴訟和解金 1,180 61

事業譲渡損 1,191 11

その他 11 －

特別損失合計 6,110 1,780

税金等調整前当期純損失（△） △2,313 △4,661

法人税、住民税及び事業税 2,798 1,751

法人税等調整額 151 880

法人税等合計 2,949 2,631

当期純損失（△） △5,262 △7,292

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △208 △169

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △5,054 △7,123
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日

　至 平成30年３月31日)

当期純損失（△） △5,262 △7,292

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 95 △202

繰延ヘッジ損益 88 11

為替換算調整勘定 △2,940 △191

退職給付に係る調整額 4,532 3,316

持分法適用会社に対する持分相当額 △66 12

その他の包括利益合計 1,709 2,946

包括利益 △3,553 △4,346

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △3,159 △4,295

非支配株主に係る包括利益 △394 △51
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 91,732 56,016 34,038 △11,051 170,735

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△5,054 △5,054

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △5,054 △0 △5,054

当期末残高 91,732 56,016 28,984 △11,051 165,681

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 △286 △88 △56,329 △28,357 △85,060 4,811 90,486

当期変動額

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
△5,054

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
95 88 △2,820 4,532 1,895 △538 1,357

当期変動額合計 95 88 △2,820 4,532 1,895 △538 △3,697

当期末残高 △191 － △59,149 △23,825 △83,165 4,273 86,789
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 91,732 56,016 28,984 △11,051 165,681

当期変動額

新株の発行 1,149 1,150 2,299

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
△7,123 △7,123

剰余金の処分 △24,872 24,872 －

自己株式の取得 △1 △1

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
1 1

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 1,149 △23,721 17,749 △1 △4,824

当期末残高 92,881 32,295 46,733 △11,052 160,857

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 △191 － △59,149 △23,825 △83,165 4,273 86,789

当期変動額

新株の発行 2,299

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
△7,123

剰余金の処分 －

自己株式の取得 △1

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
1

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△202 11 △297 3,316 2,828 141 2,969

当期変動額合計 △202 11 △297 3,316 2,828 141 △1,855

当期末残高 △393 11 △59,446 △20,509 △80,337 4,414 84,934
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日

　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △2,313 △4,661

減価償却費 24,938 20,589

事業譲渡損益（△は益） 1,191 11

減損損失 138 522

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,798 △3,816

受取利息及び受取配当金 △405 △324

支払利息 671 672

持分法による投資損益（△は益） 110 1,265

固定資産除売却損益（△は益） △255 141

投資有価証券売却損益（△は益） － △48

売上債権の増減額（△は増加） 7,270 3,246

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,915 △398

仕入債務の増減額（△は減少） △6,658 △2,981

未払費用の増減額（△は減少） △144 △2,924

退職給付に係る調整累計額の増減額 4,221 3,356

その他 △4,545 3,787

小計 23,336 18,437

利息及び配当金の受取額 405 324

利息の支払額 △696 △642

法人税等の支払額 △3,431 △2,176

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,614 15,943

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － △8

固定資産の取得による支出 △35,209 △31,008

固定資産の売却による収入 1,279 1,017

投資有価証券の取得による支出 △18 △2,692

投資有価証券の売却による収入 － 134

関係会社株式の取得による支出 － △513

事業譲渡による支出 － △118

事業譲渡による収入 111 －

その他 △172 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,009 △33,158

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △812 21,540

長期借入れによる収入 3,333 －

長期借入金の返済による支出 － △11,033

セール・アンド・リースバック取引による収入 － 2,563

リース債務の返済による支出 △931 △1,287

株式の発行による収入 － 2,268

自己株式の取得による支出 △0 △1

非支配株主からの払込みによる収入 － 214

非支配株主への配当金の支払額 △144 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,446 14,264

現金及び現金同等物に係る換算差額 △639 180

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,588 △2,771

現金及び現金同等物の期首残高 51,993 38,405

現金及び現金同等物の期末残高 38,405 35,634
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(追加情報)

（新たな事実の発生に伴う新たな会計処理の採用）

　当社は、従来より全ての市場販売目的のソフトウエアについて、関連製品群のライフサイクルにおける見込販

売数量の動向を勘案し、関連製品群別の見込販売可能期間（１～３年）に基づく定額法により減価償却を行って

います。しかしながら、当期の第２四半期連結会計期間以降に新たに計上した市場販売目的のソフトウエアの一

部については、同ソフトウエアの関連製品群の見込販売可能期間が長期化したことにより、関連製品群のライフ

サイクルにおける見込販売数量の動向が、従来の市場販売目的のソフトウエアとは異なることから、関連製品群

の見込販売可能期間（５年）における関連製品群別の見込販売数量に基づく減価償却額と、関連製品群別の見込

残存販売可能期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額を償却しています。

(セグメント情報等)

１．セグメント別売上高

　（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

増減率
（自 平成28年４月１日

　 至 平成29年３月31日）

（自 平成29年４月１日

　 至 平成30年３月31日）

金額 構成比 金額 構成比

　 国内 123,631 32.0% 114,089 31.2% △7.7%

　 海外 188,858 48.8 185,235 50.7 △1.9

カーエレクトロニクス 312,489 80.8 299,324 81.9 △4.2

　 国内 39,083 10.1 37,721 10.3 △3.5

　 海外 35,110 9.1 28,372 7.8 △19.2

その他 74,193 19.2 66,093 18.1 △10.9

　 国内 162,714 42.1 151,810 41.5 △6.7

　 海外 223,968 57.9 213,607 58.5 △4.6

連結売上高計 386,682 100.0 365,417 100.0 △5.5

２．セグメント情報

① 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は、製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内および海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

　従って、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「カーエレクトロニ

クス」および「その他」の２つを報告セグメントとしています。

「カーエレクトロニクス」は、カーナビゲーションシステム、カーステレオ、カーＡＶシステム、カースピー

カーの製造・販売、テレマティクスサービス、地図ソフトの制作・販売等を行っています。「その他」は、光デ

ィスクドライブ関連製品、ＦＡ機器、電子部品、有機ＥＬディスプレイの製造・販売、ＤＪ機器（生産・販売受

託）、ホームＡＶ等を行っています。
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② 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注1)

連結財務諸表
計上額
(注2)

カーエレク
トロニクス

その他 計

売上高

外部顧客への売上高 312,489 74,193 386,682 ― 386,682

セグメント間の内部
　売上高または振替高

348 3,059 3,407 △3,407 ―

計 312,837 77,252 390,089 △3,407 386,682

セグメント利益(△損失) 6,051 △780 5,271 △1,104 4,167

セグメント資産 82,243 24,786 107,029 174,757 281,786

その他の項目

減価償却費 21,642 2,745 24,387 551 24,938

　のれんの償却額 ― ― ― 42 42

有形固定資産および
無形固定資産の増加額

18,954 2,608 21,562 390 21,952

(注)１．調整額は、以下のとおりです。

(１)セグメント利益(△損失)の調整額△1,104百万円には、セグメント間取引消去50百万円および各報告セグメ

ントに配分していない全社費用等△1,154百万円が含まれています。全社費用等の内容は、一般管理費の配

賦差額、報告セグメントに帰属しない一般管理費および研究開発費等です。

(２)セグメント資産の調整額174,757百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産によるものです。

(３)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額390百万円は、共用設備および研究開発等に係る設備投

資によるものです。

２．セグメント利益(△損失)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注1)

連結財務諸表
計上額
(注2)

カーエレク
トロニクス

その他 計

売上高

外部顧客への売上高 299,324 66,093 365,417 ― 365,417

セグメント間の内部
　売上高または振替高

303 3,135 3,438 △3,438 ―

計 299,627 69,228 368,855 △3,438 365,417

セグメント利益 1,067 383 1,450 △256 1,194

セグメント資産(注3) 134,551 22,573 157,124 130,386 287,510

その他の項目

減価償却費 18,366 2,098 20,464 125 20,589

　のれんの償却額 ― ― ― 42 42

有形固定資産および
無形固定資産の増加額

34,797 1,942 36,739 322 37,061

(注)１．調整額は、以下のとおりです。

(１)セグメント利益の調整額△256百万円には、セグメント間取引消去163百万円および各報告セグメントに配

分していない全社費用等△419百万円が含まれています。全社費用等の内容は、一般管理費の配賦差額、報

告セグメントに帰属しない一般管理費および研究開発費等です。

(２)セグメント資産の調整額130,386百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産によるものです。

(３)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額322百万円は、共用設備および研究開発等に係る設備投

資によるものです。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

３．当連結会計年度より、セグメント資産の調整額に計上していた全社資産の一部を、管理方法の変更に合わせ

「カーエレクトロニクス」に組替表示しています。組替表示を前連結会計年度に適用した場合の「カーエレ

クトロニクス」のセグメント資産への組替額は34,617百万円です。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 224円72銭 212円84銭

１株当たり当期純損失 △13円76銭 △19円12銭

　(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失で

あるため記載していません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純損失(百万円) △5,054 △7,123

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失(百万円)

△5,054 △7,123

　普通株式の期中平均株式数(千株) 367,193 372,613

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型
新株予約権付社債

（額面総額15,000百万円）

第１回無担保転換社債型
新株予約権付社債

（額面総額15,000百万円）

　 ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 86,789 84,934

普通株式に係る純資産額(百万円) 82,516 80,520

差額の主な内訳(百万円)

　非支配株主持分 4,273 4,414

普通株式の発行済株式数(千株) 372,223 383,341

普通株式の自己株式数(千株) 5,031 5,033

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

367,193 378,308

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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